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第一部【証券情報】
 

第１【募集要項】
 

１【新規発行株式】

種類 発行数 内容

普通株式 686,200株
完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社
における標準となる株式であります。
なお、単元株式数は100株となっております。

　（注）１．今回行う第三者割当により発行される株式（以下「本新株式」といいます。）については、平成26年10月30日

（木）開催の当社取締役会の決議によります。

２．振替機関の名称及び住所

名称：株式会社証券保管振替機構

住所：東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２【株式募集の方法及び条件】

（１）【募集の方法】

区分 発行数 発行価額の総額（円） 資本組入額の総額（円）

株主割当 － － －

その他の者に対する割当 686,200株 287,517,800 144,102,000

一般募集 － － －

計（総発行株式） 686,200株 287,517,800 144,102,000

　（注）１．第三者割当の方法によります。

２．発行価額の総額は、会社法上の払込金額の総額であり、資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額の

総額であります。

 

（２）【募集の条件】

発行価額（円）
資本組入額
（円）

申込株数
単位

申込期間
申込証拠金
（円）

払込期日

419 210 100株 平成26年11月17日（月） － 平成26年11月17日（月）

　（注）１．第三者割当の方法により行うものとし、一般募集は行いません。

２．発行価額は会社法上の払込金額であり、資本組入額は会社法上の増加する資本金の額であります。

３．本新株式の引受の申込みについては、申込期間内に後記申込取扱場所へ株式申込証を提出し、払込期日に後記払

込取扱場所へ発行価額の総額を払い込むものとします。

４．本新株式を割当てた者から申込がない場合には、本新株式に係る割当てを受ける権利は消滅します。

 

（３）【申込取扱場所】

店名 所在地

株式会社ネクス管理部 東京都港区南青山五丁目４番30号

 

（４）【払込取扱場所】

店名 所在地

株式会社みずほ銀行四谷支店 東京都新宿区四谷三丁目３番１号
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３【株式の引受け】

　該当事項はありません。

 

４【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

①　払込金額の総額（新株式） 287,517,800円

②　払込金額の総額（新株予約権付社債） 815,000,000円

③　小計 1,102,517,800円

④　発行諸費用の概算額 5,000,000円

⑤　差引手取概算額 1,097,517,800円

　（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。

２．②払込金額の総額は、本件新株式と同日に決議をおこなう株式会社ネクス第４回無担保転換社債型新株予約権付

社債の事をさします。

３．発行諸費用の概算額には、弁護士費用1,000,000円、第三者評価機関による証券価値算定費用2,000,000円、第三

者調査機関による調査料600,000円、印刷会社費用1,000,000円、登記関連費用等400,000円であります。

 

（２）【手取金の使途】

使途 金額 支出予定時期

①　Ｍ２Ｍ関連製品開発の為の外注費、その他経費等 500百万円 平成26年12月～平成27年11月

②　デバイス事業に置ける一部製品の一括仕入の為の
資金

297百万円 平成27年３月～平成27年６月

③　その他資本提携、投資資金等 300百万円 平成26年12月～平成27年11月

合計 1,097百万円  

　（注）１．調達した資金は、支出するまでの期間、当社の取引先銀行の普通預金口座にて保管する予定です。

２．資金使途の内容は、以下のとおりです。

①　今後急速な市場拡大が見込まれるＭ２Ｍ分野において、確固たるシェアを確保するため、継続的且つタイム

リーに新製品を市場に投入する為の開発費に使用します。当該開発費は、来期以降に市場に投入を予定してい

る４種の新製品の開発費に充当致します。今後着手する新たな商品開発の為の開発外注費および認証費用を含

むその他費用として約360百万円、その他検査機器等への投資、量産に向けた設備設計や金型設計等の外注費、

エンジニアリングサンプル、プリプロダクションサンプル等のサンプル品の費用、及び作成に当たるイニシャ

ル費用として約140百万円を使用する予定です。

②　前述した４種の開発製品は、海外の提携企業にてＯＤＭ※を行い、ＯＤＭ先で量産された完成品を当社が仕入

れたうえで販売を行います。そのうち、一部製品については、現時点で顧客より具体的な受注見込みをうけて

おります。安定的に多くの受注を受ける見通しのため、昨今の円安の動向や大量発注による原価低減、またタ

イムリーに顧客のニーズに応えるために、受注見込みを受けている製品の一括仕入を行なうため297百万円を予

定しています。

③　Ｍ２Ｍ分野の事業垂直統合における拡大戦略を実施していく上で、既存事業とシナジー効果がある企業との業

務提携及びＭ＆Ａを検討しており、その際に新製品の共同研究開発や株式取得等にておよそ300百万円の拠出が

必要になる可能性があることから、本資金の使用を予定しております。また業務提携及びＭ＆Ａに資金が充当

されなかった場合は、②記載の製品の一括仕入れ資金及び翌期以降の開発資金へ充当する予定です。

※「ＯＤＭ」とは、Original Design Manufacturingの略語で、委託者のブランドで製品を設計・生産すること

をいいます。
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　当社が注力するＭ２Ｍ※分野は、急速な市場拡大が見込まれており、市場規模は2013年度に約2,377億円であった

ものが2018年度に約11,700億円へと成長する試算があるなど（出所：野村総合研究所「ＩＴナビゲーター2014年度

版」）、引き続き非常に関心が高まっております。

※「Ｍ２Ｍ」とは、ネットワークにつながれた機器同士が相互に情報を交換し、さまざまな制御を自動的に行うシ

ステムで、人手を介することなく相互に情報交換できることが大きなメリットです。そのため、パソコンやサー

バーだけではなく、車両運転管理システムとの融合による運転状況の管理、自動販売機の在庫管理や故障等のモ

ニタリング、エレベーターやＡＴＭの遠隔監視や故障等のモニタリング、電気・ガスのメーターの遠隔検針やセ

キュリティ対策など、多種多様な分野で導入されています。

　Ｍ２Ｍ市場の構造は機能分化されており、デバイス機器の提供、通信回線の提供、サーバーの提供、アプリケー

ションの提供などのサービスが複合してマーケットが形成されています。当社は今までデバイス機器の提供のみを

おこなっていましたが、Ｍ２Ｍ市場の成長を上回るスピードでシェアの確保及び確固たる収益基盤を確保するため

に、子会社である、イー・旅ネット・ドット・コム株式会社（本社：東京都港区南青山5-4-30、代表取締役社長：

石井　諭）、株式会社ネクス・ソリューションズ（本社：東京都港区南青山5-4-30、代表取締役：石原　直樹）、

株式会社ケアオンライン（本社：東京都港区南青山5-4-30、代表取締役社長：石原　直樹）を含めたネクスグルー

プとして、ネクス単体でのハードウェア製品の提供だけに留まらず、サーバーアプリケーションなどのソフトウェ

アも含めたＭ２Ｍ市場のバリューチェーンの垂直統合を進め、ワンストップサービスによるメリット提供、バ

リューチェーン全体での利益の最大化を目指しております。

　当社単体としてはデバイス機器の提供を強化するために新たな製品の開発、新たな領域へのドメインの拡大を進

めております。平成25年10月末日には株式会社エイビット（本社：東京都八王子市南町3-10、代表取締役：檜山　

竹生、以下「エイビット社」という）と業務提携に関する基本合意書を締結し、平成25年11月に、株式会社エイ

ビット・ホールディングスを引受先とする第三者割当増資を実施いたしました。当該業務提携により、両社それぞ

れが保有している様々な技術を融合させ共同研究開発を行なうことで、Ｍ２Ｍ分野における新たな技術の創造を目

指すとともに、エイビット社が得意とするコンシューマ分野と当社のＭ２Ｍ分野、双方の顧客基盤の活用や、既存

製品も含めた製品部品の共同購買等による原価低減などにより、両社の更なる販売拡大及び利益の拡大を見込んで

おります。なお、株式会社エイビット・ホールディングスを引受先とする第三者割当増資による資金につきまして

は、表１のとおり当該調達資金の約300.7百万円の資金用途はエイビット社との業務提携のもと同社との共同開発の

開発資金として、人件費及び外注費として約170百万円、材料費として約40百万円、市場調査、その他費用として約

10百万円を充当しております。市場調査と商品設計に時間をかけたため、当初予定しておりました資金の支出予定

時期（当初平成25年11月～平成26年10月）を２ケ月ほど遅れておりますが、残金に付きましても当該開発資金とし

て適宜充当をしていきます。

表１

資金使途 具体的な使途 調達金額
充当額

（平成26年８月現在）
残金の支出予定時期

Ｍ２Ｍモジュール
製品の開発費用

人件費及び外注費 200百万円 170百万円

平成26年12月材料費 80百万円 40百万円

市場調査等、その他 20.7百万円 10百万円

合計  300.7百万円 220百万円  

　また、ドメイン拡大の具体的なモデルケースの１つとして、スタートさせた農業ＩＣＴ事業（農業に対するＩＣ

Ｔ（情報通信技術）の適用により、新農法と組み合わせて商品化していく事業）「NCXX FARM」

（http://farm.ncxx.co.jp/）では、花巻本社の遊休地を利用した試験農園において、気温、湿度、土壌温度、土壌

水分等の環境データの収集を行いながら第２期の収穫を開始しました。平成25年５月には、きのこのＳＡＴＯ株式

会社と共同で、「第12回岩手商工連携ファンド地域活性化支援事業」の採択を受け、農業ＩＣＴを活用したきのこ

の栽培管理システムを開発しました。また、花巻市生まれの童話作家、宮沢賢治の未完成童話である「黄いろのト

マト」を文庫本として復元し、その本とともに、多段式ポットを利用した化学的土壌マネジメントと、当社通信事

業のノウハウを活用した農業ＩＣＴ技術を用いて、デジタル管理・栽培したミニトマトを同梱した観光お土産品

「黄いろのトマト」の販売を開始しました。

　さらに、平成25年12月11日付で、全国400施設以上に介護事業者向けＡＳＰサービスを提供する「Care Online株

式会社」の全株式を取得し、子会社化したことにより、高齢者人口の増加を背景に拡大を続ける介護業界のエンド

マーケットへも積極的にＭ２Ｍ製品を含めたデバイス製品の提供をすすめていきます。

　一方、Ｍ２Ｍ市場のバリューチェーンの垂直統合については、平成26年１月31日を効力発生日とした吸収分割契

約により、株式会社ＳＪＩ（本社：東京都品川区、代表取締役会長兼社長：石濱　人樹）の国内事業部を、当社子
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会社である株式会社ネクス・ソリューションズに承継を致しました。同社の持つソフトウェア開発力と、当社の

ハードウェア開発力とを合わせる事により、デバイス機器だけの提供に留まらず、サーバーアプリケーションなど

のソフトウェアサービスを合わせて提供することが可能になります。

　その具体的な案件として、平成26年４月30日付で株式会社ヴィストンとの介護ロボットの共同開発を開始しまし

た。本件共同開発は、株式会社ヴィストンの開発する介護ロボットに対し、当社の通信モジュールを組み込むこと

で、将来的に介護ロボットの遠隔制御や状態監視、高齢者の見守り、音声や画像の送信、ロボットのソフトウェア

のアップデート等を実現します。また、株式会社ネクス・ソリューションズでは、ロボットから収集したデータを

蓄積するサーバーやそのデータを活用し役立てる為のアプリケーションの開発を行うことで、スタンドアローンの

ロボットでは実現できない様々な可能性・拡張性を付加させる事が可能です。さらに、開発にあたっては、サイ

バーダイン株式会社のロボットスーツＨＡＬ®などの介護現場への試験導入や、自らも介護ロボット研究の実績があ

る、都内最大級の介護施設運営法人と提携をすることで、高齢者にとってユーザビリティーが高い製品、また介護

者側の視点で必要な機能を実装するため、介護施設におけるマーケティングや試作機の導入を繰り返しながら、生

の介護の現場に最適な、必要とされる介護ロボットの開発を行なっております。

　そして、平成26年２月28日付で、平成26年11月期を初年度とする中期三ヶ年計画を新たに策定し、中長期的にＭ

２Ｍ分野の市場成長を上回るスピードでの成長を目指すこととしました。新製品の開発につきましては、お客様よ

り開発資金を頂く受託開発と自己資金による開発が有ります。前者は、自社で開発資金がかからないというメリッ

トが有る一方で、マーケットの状況に関係なくお客様からの受注が無いと開発着手ができません。そのため市場へ

の製品投入のタイミングを逸する可能性があります。また、販売先が当該顧客に限られる為、幅広く販売を行う事

が出来ません。一方後者は自己資金が必要ですが、技術力・企画力を活かすことで、マーケットの需要に遅れる事

無く開発に着手でき、販売先が限定される事無く複数の顧客に幅広く販売を行う事が出来ます。前述しました、現

在開発中及び開発を予定している新製品（来期以降に販売を予定）につきましては、その利便性と汎用性の高さか

ら、販売先を限定されない自己資金による開発を行なう予定です。しかしながら、平成26年10月10日付け適時開示

「通期連結業績予想の修正に関するお知らせ」のとおり、当期の売上及び各損益項目につき、大幅な下方修正を

行っており、当初見込んでいた資金が不足することになりました。それにより、Ｍ２Ｍの製品の仕入代金の支払い

から、資金回収に至るまでは半年から９ケ月という期間を要しますが、現在のフリーキャッシュ・フローを鑑みる

と上記計画を達成するために想定される新製品への開発資金や仕入、また検討をしております業務提携並びにＭ＆

Ａに要する資金が不足する見込みとなりました。業務提携並びにＭ＆Ａにおいては、複数の案件を検討しておりま

すが、スピード感を持った案件取組みが必須であること、また業務提携並びにＭ＆Ａ案件が成約するタイミングが

不確実であることを鑑み、資金が必要な時に支払いが出来ないという機会損失発生リスクを避けるため、本資金調

達にて先行して資金を確保する必要がございます。現段階におきまして、金融機関から運転資金の借入はご融資し

ていただいておりますが、業績進捗が芳しくないため新製品開発や設備投資を目的とした大口かつ長期借入金の調

達は未だ困難であることから、本資金調達を実施する事となりました。
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第２【売出要項】
 

　該当事項はありません。

 

【募集又は売出しに関する特別記載事項】
 

　当社は本新株式の発行の他、開発資金、運転資金及び投資資金等の確保のため、平成26年10月30日開催の取締役会におい

て、第三者割当による転換社債型新株予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といいます。）の発行を決議しておりま

す。（以下、上記の２つを合わせ「本第三者割当増資等」といいます。）

　本新株予約権付社債の内容は以下のとおりです。

 

本新株予約権付社債の概要

［新規発行新株予約権付社債（第４回無担保転換社債型新株予約権付社債）］

(1）払込期日 平成26年11月17日

(2）新株予約権の総数 815個

(3）社債及び新株予約権の発行

価額

本社債の額面金額　100,000,000円と15,000,000円の２種

本社債の発行価額　本社債の額面金額100円につき100円

本社債に付された新株予約権の数　額面1,000,000円あたり１個

本新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。

(4）当該発行による潜在株式数 1,944,600株

(5）資金調達の額 815,000,000円

(6）行使価額

（又は転換価額）

419円

(7）行使期間 平成26年11月17日から平成29年11月16日。発行時から平成27年11月16日までの

間は、東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値（以下「終値」

という。）が、割当日の終値（当日に終値がない場合は、それに先立つ直近日

の終値）の金額に1.5を乗じた金額（629円）を超過した日以降でなければ本新

株予約権の行使はできない（終値の小数点以下は切上げ）。

(8）募集又は割当方法 第三者割当

（割当先） 第三者割当の方法により、MARVEL TIME GLOBAL LIMITEDに260,000,000円（額

面100,000,000円の本社債２個、15,000,000円の本社債４個）、Brillance 

Hedge Fundに45,000,000円（額面15,000,000円の本社債３個）、Brillance 

Multi Strategy Fundに120,000,000円（額面15,000,000円の本社債８個）、

Brillance Strategic Partners Fundに60,000,000円（額面15,000,000円の本

社債４個）、株式会社フィスコに200,000,000円（額面100,000,000円の本社債

２個）、アマノ本部株式会社に100,000,000円（額面100,000,000円の本社債１

個）、深海康史に30,000,000円（額面15,000,000円の本社債２個）を割り当て

る。

(9）償還価額 各本社債の額面100円につき金100円

(10）その他 上記各号については、金融商品取引法に基づく有価証券届出書の効力が発生す

ることが条件になります。

　（注）１　行使期間

行使期間に記載する行使制限条項は、株式の希薄化が一度に生じないために設定しています。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券届出書（組込方式）

 6/31



第３【第三者割当の場合の特記事項】
 

１【割当予定先の状況】

割当先．１

ａ　割当予定先の概要

名称 Brillance Hedge Fund（ブリランス・ヘッジ・ファンド）

所在地
Landmark Square, 3rd Floor, 64 Earth Close, P.O. Box 30592, Grand Cayman, KY1-1203, 
Cayman, Islands

国内の主たる事務
所の責任者の氏名
及び連絡先

該当事項はありません。

名称 該当事項はありません。

所在地 該当事項はありません。

代表者の役職 該当事項はありません。

事業内容 該当事項はありません。

資本金 該当事項はありません。

出資額 500,000,000円

組成目的 純投資

主たる出資者及びその出資比率
投資一任勘定委託先であるBrilliance Capital Management Pte.Ltd.と、その
他日本国外の富裕層から出資されております。なお10％以上の出資者はおりま
せん。

業務執行組合員等（投資一任勘定
委託先）に関する事項

名称
Brillance Capital Management Pte.Ltd.
（ブリランス・キャピタル・マネージメント）

本店の所在地 80 ROBINSON ROAD #02-00 SINGAPORE 068898

代表者の役職及び氏名
Managing Director Takahiro Yamada
（代表取締役　　山田　高広）

資本金 59,000,000円相当

事業の内容 投資業

主たる出資者及びその
出資比率

山田　高広　100.0％

 

ｂ　提出者と割当予定先との関係

出資関係

当社が保有している割
当予定先の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有して
いる当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

　（注）　平成26年10月30日現在におけるものです。
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割当先．２

ａ　割当予定先の概要

名称 Brillance Multi Strategy Fund（ブリランス・マルチストラテジー・ファンド）

所在地
Landmark Square, 3rd Floor, 64 Earth Close, P.O. Box 30592, Grand Cayman, KY1-1203, 
Cayman Islands

国内の主たる事務
所の責任者の氏名
及び連絡先

該当事項はありません。

名称 該当事項はありません。

所在地 該当事項はありません。

代表者の役職 該当事項はありません。

事業内容 該当事項はありません。

資本金 該当事項はありません。

出資額 1,000,000,000円

組成目的 純投資

主たる出資者及びその出資比率
投資一任勘定委託先であるBrilliance Capital Management Pte.Ltd.と、その
他日本国外の富裕層から出資されております。なお10％以上の出資者はおりま
せん。

業務執行組合員等（投資一任勘定
委託先）に関する事項

名称
Brillance Capital Management Pte.Ltd.
（ブリランス・キャピタル・マネージメント）

本店の所在地 80 ROBINSON ROAD #02-00 SINGAPORE 068898

代表者の役職及び氏名
Managing Director Takahiro Yamada
（代表取締役　　山田　高広）

資本金 59,000,000円相当

事業の内容 投資業

主たる出資者及びその
出資比率

山田　高広　100.0％

 

ｂ　提出者と割当予定先との関係

出資関係

当社が保有している割
当予定先の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有して
いる当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

　（注）　平成26年10月30日現在におけるものです。
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割当先．３

ａ　割当予定先の概要

名称
Brillance Strategic Partners Fund（ブリランス・ストラテジック・パートナーズ・ファン
ド）

所在地 3rd Floor Williams House 20 Reid Street Hamilton HM11 Bermuda

国内の主たる事務
所の責任者の氏名
及び連絡先

該当事項はありません。

名称 該当事項はありません。

所在地 該当事項はありません。

代表者の役職 該当事項はありません。

事業内容 該当事項はありません。

主たる出資者
及びその出資
比率

該当事項はありません。

出資額 500,000,000円

組成目的 純投資

主たる出資者及びその出資比率
投資一任勘定委託先であるBrilliance Capital Management Pte.Ltd.と、その
他日本国外の富裕層から出資されております。なお10％以上の出資者はおりま
せん。

業務執行組合員等（投資一任勘定
委託先）に関する事項

名称
Brillance Capital Management Pte.Ltd.
（ブリランス・キャピタル・マネージメント）

本店の所在地 80 ROBINSON ROAD #02-00 SINGAPORE 068898

代表者の役職及び氏名
Managing Director Takahiro Yamada
（代表取締役　　山田　高広）

事業の内容 投資業

資本金 59,000,000円相当

主たる出資者及びその
出資比率

山田　高広　100.0％

 

ｂ　提出者と割当予定先との関係

出資関係

当社が保有している割
当予定先の株式の数

該当事項はありません。

割当予定先が保有して
いる当社の株式の数

該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術又は取引関係 該当事項はありません。

　（注）　平成26年10月30日現在におけるものです。
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割当先．４

ａ　割当予定先の概要

名称 サンポー食品株式会社

本店の所在地 佐賀県三養基郡基山町長野230

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　　大石　忠徳

資本金 12,000,000円

事業の内容 即席めん（カップめん、棒状ラーメン、干し中華麺）及び、乾麺の製造販売

主たる出資者及びその出資比率 大石　忠徳　28.98％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．５

ａ　割当予定先の概要

名称 株式会社大古曾

本店の所在地 兵庫県芦屋市山手町１番18号

代表者の役職及び氏名 代表取締役社長　　大社　貴子

資本金 10,000,000円

事業の内容 有価証券の管理、保有、投資等

主たる出資者及びその出資比率 大社　寛之　80％　宗教法人法道寺　15％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
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割当先．６

ａ　割当予定先の概要

名称 株式会社ベイビーブラックス

本店の所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名 代表取締役　　畑村　秀俊

資本金 100,000円

事業の内容 国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目的とする

主たる出資者及びその出資比率
株式会社ＧＤ（本社：東京都港区虎ノ門5-3-20、代表取締役：田中　英治）
100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．７

ａ　割当予定先の概要

名称 ネクスＭ２Ｍ投資事業組合

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 20,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率
松原　彰雄　49.95％
松原　慶子　49.95％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％
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ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．８

ａ　割当予定先の概要

名称 ＫＳＴトラストファンド投資事業組合

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 30,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率 菊地　敬一　99.93％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
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割当先．９

ａ　割当予定先の概要

名称 Ｍ２Ｍトラスト投資事業組合

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 20,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率 福田　哲　99.90％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．10

ａ　割当予定先の概要

名称 ＩＴトラスト投資事業組合

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 20,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率
㈱トラストポート（本社：東京都港区虎ノ門５丁目３番20号、代表取締役：田
中　英治）　99.90％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％
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ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．11

ａ　割当予定先の概要

名称 ＹＴトラスト投資事業組合

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 20,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率 山瀬　昭宏　99.90％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券届出書（組込方式）

14/31



割当先．12

ａ　割当予定先の概要

名称 投資事業組合Ｆターゲットファンド

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 50,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率

日浅　雄二郎　39.98％
ヒアサ商事㈱（本社：福岡県筑紫群那珂川町恵子1-35、代表取締役：日浅　一
郎）　19.99％
山下　芳隆　19.99％
日浅　一郎　19.99％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。
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割当先．13

ａ　割当予定先の概要

名称 投資事業組合Ｓターゲットファンド

所在地 東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

出資額 7,000,000円

組成目的 Ｍ２Ｍ関連分野で事業を展開する日本国内の上場会社の株式の取得

主たる出資者及びその出資比率
㈱ＩＭＳ企画（本社：佐賀県佐賀市兵庫北４丁目15-21、代表取締役：宮田　
真理）　99.72％

業務執行組合員又はこれに類する
もの

名称：株式会社ベイビーブラックス

本店所在地：東京都港区虎ノ門５丁目3-20　仙石山アネックス306

代表者の役職及び氏名：代表取締役　　畑村　秀俊

資本金：100,000円

事業の内容：国内の会社等への投資を実行しキャピタルゲインを得ることを目
的とする

主たる出資者及びその出資比率：株式会社ＧＤ　100％

 

ｂ　提出者と割当予定先との間の関係

出資関係 該当事項はありません。

人事関係 該当事項はありません。

資金関係 該当事項はありません。

技術関係 該当事項はありません。

取引関係 該当事項はありません。

 

割当先．14

ａ　割当予定先の概要

氏名 武田　将宣

住所 大阪府大阪市

職業の内容 株式会社ネクス・ソリューションズ　従業員

上場会社と当該個人との間の関係 当社の子会社の従業員です。

当社への出資状況 ０株

 

割当先．15

ａ　割当予定先の概要

氏名 古賀　勝

住所 東京都国分寺市

職業の内容 株式会社ネクス・ソリューションズ　従業員

上場会社と当該個人との間の関係 当社の子会社の従業員です。

当社への出資状況 ０株
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割当先．16

ａ　割当予定先の概要

氏名 城丸　修一

住所 福岡県筑紫郡

職業の内容 株式会社ネクス・ソリューションズ　従業員

上場会社と当該個人との間の関係 当社の子会社の従業員です。

当社への出資状況 ０株

 

割当先．17

ａ　割当予定先の概要

氏名 吉元　麻衣子

住所 東京都世田谷区

職業の内容 株式会社フィスコ　監査役

上場会社と当該個人との間の関係 当社親会社の監査役です。

当社への出資状況 ０株
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ｃ　割当予定先の選定理由

　当社が平成23年６月に発行しました第８回乃至第９回新株予約権の引受実績のあるBrillance Hedge Fund、Brillance

 Multi Strategy Fundの投資一任勘定委託先であるBrilliance Capital Management Pte.Ltd.に、平成26年８月頃から

直近の事業説明及び今後の事業展開で必要とする資金調達に関して打診を致しました。当社の経営環境・事業方針等に

理解を示していただいたこと、また当社の株主である株式会社インデックスが、平成26年４月30日に東京地裁から民事

再生手続きの廃止決定を受け破産手続きに移行したため、インデックスが担保に供している当社株式を市場で継続的に

売却を進めている影響を鑑みていただき、今後の当社の発展性や事業成長性について一定の評価を頂きました。当社と

しては、資金調達目的について理解をいただいていること、当社の経営方針を尊重し、当社の経営に介入する意思や支

配株主となる意思がない旨の意向を示している事を口頭で確認し、本新株式の割当先としてBrilliance Capital 

Management Pte.Ltd.から投資事業組合であるBrillance Hedge Fund、Brillance Multi Strategy Fund、Brillance 

Strategic Partners Fund紹介を頂き選定致しました。当初は引受先の希望として転換社債型新株予約権付社債の引受の

みを検討して頂いておりましたが、当社としては返済義務のない安定した資金となる新株式発行で検討をして頂きたい

旨を伝え、一部は新株式の発行、一部は転換社債型新株予約権付社債と言う形で引き受けて頂く事になりました。

　サンポー食品株式会社、株式会社大古會につきましては、当社の親会社である株式会社フィスコ（東京本社：東京都

港区南青山5-4-30、代表取締役社長：狩野仁志、以下「フィスコ社」という）より平成26年９月中旬にご紹介を頂きま

した。

　サンポー食品株式会社は、平成23年にフィスコ社が投資をした中金オンライン社（中国福建省、代表者：沈文策）の

投資家になります。また株式会社大古會は、同投資案件の別の投資家からフィスコ社がご紹介をうけ、フィスコ社より

当社にご紹介を頂きました。両社とも当社の経営環境・事業方針等に理解を示していただいたうえで、当社の資金調達

目的について理解をいただいていること、当社の経営方針を尊重し、当社の経営に介入する意思や支配株主となる意思

がない旨の意向を示している事を口頭で確認し、本新株式の割当先として選定を致しました。当初より返済義務のない

安定した資金となる新株式発行で検討をして頂きたい旨を伝え、了承を頂きました。

　株式会社ベイビーブラックス、および株式会社ベイビーブラックスが業務執行組合員を務める投資事業組合（ネクス

Ｍ２Ｍ投資事業組合、ＫＳＴトラストファンド投資事業組合、Ｍ２Ｍトラスト投資事業組合、ＩＴトラスト投資事業組

合、ＹＴトラスト投資事業組合、投資事業組合Ｆターゲットファンド、投資事業組合Ｓターゲットファンド）につきま

しては、当社グループとＭ＆Ａ等についてのコンサルティング契約を締結しております株式会社ＧＤより平成26年８月

頃にご紹介を頂きました。株式会社ＧＤは株式会社ベイビーブラックスの100％株主になります。株式会社ベイビーブ

ラックスには、当社の経営環境・事業方針等に理解を示していただいたうえで、当社の資金調達目的について理解をい

ただき、それぞれの投資事業組合については、株式会社ベイビーブラックスを通して説明を頂きました。また、株式会

社ベイビーブラックスより当該引受けについては中長期的な純投資として引受を頂くとの事でしたので、当初より新株

式の引受を頂く事で話を行い、了承を頂きました。それぞれの割当先が当社の経営方針を尊重し、当社の経営に介入す

る意思や支配株主となる意思がない旨の意向を示している事を口頭で確認し、本新株の割当先として選定致しました。

　また、武田将宣氏、古賀勝氏、城丸修一氏、吉元麻衣子氏につきましては、当社グループ会社の従業員及び親会社の

監査役を勤めておりますが、平成26年９月に当該従業員および親会社監査役より当社の株式を取得したい旨の申請があ

り、マーケットからの購入よりも資本金増加が図れる本第三者割当増資の引き受けを打診したところ、受諾していただ

きました。
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ｄ　割り当てようとする株式の数

Brillance Hedge Fund 普通株式　 35,700株

Brillance Multi Strategy Fund 普通株式　107,300株

Brillance Strategic Partners Fund 普通株式　 35,700株

サンポー食品株式会社 普通株式　 47,700株

株式会社大古會 普通株式　 71,500株

株式会社ベイビーブラックス 普通株式　 22,600株

ネクスＭ２Ｍ投資事業組合 普通株式　 45,300株

ＫＳＴトラストファンド投資事業組合 普通株式　 66,800株

Ｍ２Ｍトラスト投資事業組合 普通株式　 40,500株

ＩＴトラスト投資事業組合 普通株式　 40,500株

ＹＴトラスト投資事業組合 普通株式　 45,300株

投資事業組合Ｆターゲットファンド 普通株式　105,000株

投資事業組合Ｓターゲットファンド 普通株式　 14,300株

武田将宣 普通株式　　2,000株

古賀勝 普通株式　　2,000株

城丸修一 普通株式　　2,000株

吉元麻衣子 普通株式　　2,000株

合計 普通株式　686,200株

 

ｅ　株券等の保有方針

　Brillance Hedge Fund、Brillance Multi Strategy Fund、Brillance Strategic Partners Fund株式会社ベイビーブ

ラックス、ネクスＭ２Ｍ投資事業組合、ＫＳＴトラストファンド投資事業組合、Ｍ２Ｍトラスト投資事業組合、ＩＴト

ラスト投資事業組合、ＹＴトラスト投資事業組合、投資事業組合Ｆターゲットファンド、投資事業組合Ｓターゲット

ファンドにつきましては、中長期における純投資でありますが、今後の当社事業成長及び株価次第で、市場動向を勘案

しながら売却を決定したい旨の表明を口頭で受けております。

　また、上記以外の割当予定先につきましては、いずれも、当社に対するご支援を頂く趣旨から、長期的に当社株式を

保有することを口頭で確認しております。

　なお、当社は各割当予定先から、払込期日より２年以内に割当株式の全部又は一部を譲渡した場合には、譲渡を受け

た者の氏名及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価格、譲渡の理由、譲渡の方法等を直ちに当社へ書面により報告する

こと、当社が当該報告内容を株式会社東京証券取引所に報告すること及び当該報告内容が公衆縦覧に供されることに同

意することにつき、確約書を取得致します。さらに当該株式を担保提供又は貸株を行う場合は、事前に当社に報告する

ことを書面で確認しております。

 

ｆ　払込みに要する資金等の状況

　全ての割当予定先からは本第三者割当増資等の引受けにかかる資金確保に関し、払込期日に全額を払い込むことの確

約を口頭でいただいており、預金残高を証する書面の提出を受け、資金状況に問題はないことを確認しており、当社と

してかかる払い込みに支障はないと判断しております。株式会社ベイビーブラックスにつきましては、引受にかかる資

金全額を親会社である株式会社ＧＤからの借り入れにより調達をしております。当社としましては、当該借入に関わる

金銭消費貸借契約書を確認し、さらに株式会社ＧＤからは貸付金の原資が、自己資金である旨を口頭で確認しておりま

す。
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ｇ　割当予定先の実態

　全ての割当予定先について反社会勢力と何らかの関係を有していないか、第三者調査機関である株式会社ディークエ

スト（東京都千代田区駿河台3-4、代表取締役：脇山太介）に調査を依頼しました。そして、同社の保有する公知情報

データベースとの照合を行った結果、割当予定先、当該割当予定先の役員または主要株主（割当予定先がファンドの場

合は、主な出資者のことをいう。）が反社会的勢力と直接のつながりが窺われず、その他ネガティブ情報等についても

問題ない旨の報告書を受領いたしました。これらにより、当社は、全ての割当予定先につきまして、法人及び同法人の

役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力等と一切の関係が無い事を確認し、社会的信用力は十分であると判

断しております。また、全ての割当予定先及び割当予定先の役員または主要株主（主な出資者）が反社会的勢力との関

係がない事を示す確認書を株式会社東京証券取引所に提出しております。

 

２【株券等の譲渡制限】

　該当事項はありません。

 

３【発行条件に関する事項】

(1）発行価額の算定根拠及びその具体的内容

　発行価額につきましては、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営業日（平成26年10月29日）の東京証券取

引所ＪＡＳＤＡＱスタンダード市場における当社普通株式の終値である419円といたしました。当該発行価額につきまし

ては、当社の発行済株式総数と本第三者割当増資等により発行される新株式数、株式市場における当社株式の流動性、

ボラティリティ、直近の上昇率及び株式市場の諸要因等、当社のおかれている状況を加味し、各割当先と継続的に協議

したうえで、決定したものであります。本第三者割当増資により、一定程度の希薄化することとなりますが、競争の激

しい通信業界での生き残りをかけるためには、絶え間ない開発と販売が必須であると考えており、中長期的には、今回

の増資による資金を開発費等に投下することは、株主様の利益に資するものと考えております。

　また、上記発行価額は、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指針」（平成22年４月１日）により、

原則として株式の発行に係る取締役会決議の直前日の価格（直前日における売買がない場合は、当該直前日からさかの

ぼった直近日の価格）を基準として決定することとされているため、本第三者割当増資に係る取締役会決議日の直前営

業日の終値を基準といたしました。また、本日開催した本第三者割当増資に係る取締役会に出席した当社の全監査役３

名（うち社外監査役２名）は、本第三者割当増資の実施を決議した取締役会において、発行価額である419円は、当該取

締役会決議日の直前営業日の東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場における当社普通株式の終値であり、日本証券業協会の

「第三者割当増資の取扱いに関する指針」に準拠して算定されたものであり、上記発行価額が割当予定先に特に有利な

金額又は特に有利な条件による発行には該当しない旨の意見を表明しております。

 

(2）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠

　本第三者割当増資によって発行される株式数は686,200株（議決権の数は6,862個）であります。また、本新株予約権

付社債が当初転換価額で全て転換された場合に発行された当社の株式数は1,944,600株（議決権の数は19,446個）であ

り、発行決議日現在の当社の発行済株式総数11,630,400株（議決権の総数は116,304個）に対して22.62％の割合で希薄

化が生じることとなります。

　また、本新株式及び本新株予約権付社債全てが行使された場合の最大交付株式数2,630,800株に対し、当社株式の過去

６ヶ月間における１日当たり平均出来高は121,669株と１日当たり平均出来高は最大交付株式数の4.62％程度でありま

す。本新株及び本新株予約権付社債の行使により発行される株式の各割当予定先の保有方針について、新株割当予定先

はご支援を頂く主旨の長期保有が目的の割当先と純投資の為の中長期保有が目的の割当先があり、本新株予約権付社債

の割当予定先の保有方針は、フィスコ社を除く全ての割当予定先は、純投資を目的としております。フィスコ社は、株

式への転換後も安定株主として長期保有方針であることを確認しております。

　保有方針については中長期様々な方針が有りますが、本新株式及び本新株予約権付社債全てが行使された場合の最大

交付株式数2,630,800株を行使期間である３年間（発行後１年間は、株価が150％超とならなければ行使できない。245

日／年営業日で計算）で行使して希薄化規模が最大化になって、仮に一気に希薄化が進んだ場合でも、１日当たりの売

却数量は3,579株となり、上記１日当たりの出来高の2.94％となるため、株価に与える影響は限定的かつ、消化可能なも

のと考えております。なお、本新株予約権付社債については当社の判断により任意に本新株予約権付社債を償還するこ

とが可能であることから、本新株予約権付社債の転換の行使により発行され得る株式数は市場に過度の影響を与える規

模ではないものと考えております。

　当社といたしましては、本新株式及び本新株予約権付社債に係る株式の発行数量及び希薄化の規模は、その資金が来

期以降の当社の売上に寄与する製品の開発資金および、仕入原価低減の為に使用すること、また今後の事業シナジーが
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見込める業務提携及びＭ＆Ａ資金であること、そして来期以降の当社の業績、企業価値、株主価値の向上に大いに寄与

すると考えられることから、合理的な水準であると判断しております。

 

４【大規模な第三者割当に関する事項】

　該当事項はありません。

 

５【第三者割当後の大株主の状況】

①　新株発行後の状況

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合
（％）

㈱フィスコ
大阪府岸和田市荒木町二丁目
18番15号

4,078,300 35.07 4,078,300 33.11％

㈱ダイヤモンドエージェ
ンシー

東京都港区南青山五丁目４番
30号

3,000,000 25.79 3,000,000 24.36％

㈱インデックス
東京都世田谷区池尻三丁目21
番28号

1,433,400 12.32 1,433,400 11.64％

㈱エイビット・ホール
ディングス

東京都八王子市南町３番10号 349,000 3.00 349,000 2.83％

㈱ジェイサイト
東京都中央区日本橋１丁目21
番４号

245,600 2.11 245,600 1.99％

森本　友則 東京都世田谷区 181,500 1.56 181,500 1.47％

日本証券金融㈱
東京都中央区日本橋茅場町一
丁目２番10号

173,100 1.49 173,100 1.41％

Brillance Multi 
Strategy Fund

Landmark Square, 3rd 
Floor, 64 Earth Close, 
P.O. Box 30592, Grand 
Cayman, KY1-1203, Cayman 
Islands

－ － 107,300 0.87％

投資事業組合Ｆターゲッ
トファンド

東京都港区虎ノ門５丁目3-
20　仙石山アネックス306

－ － 105,000 0.85％

丸谷商事（株）
東京都中央区日本橋一丁目21
番４号

78,000 0.67 78,000 0.63％

計 － 9,538,900 82.02 9,751,200 79.17％

　（注）１．所有株式数につきましては、平成26年５月31日時点の株主名簿に記載された数値を記載しております。

２．提出日現在（平成26年10月30日）の発行済株式総数は11,630,800株であります。

３．総議決権数に対する所有議決権数の割合は小数点以下第３位を四捨五入しております。
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②　転換社債型新株予約権付社債転換後の状況

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

総議決権数
に対する所
有議決権数
の割合
（％）

割当後の所
有株式数
（株）

割当後の総議
決権数に対す
る所有議決権
数の割合
（％）

㈱フィスコ
大阪府岸和田市荒木町二丁目
18番15号

4,078,300 35.07 4,555,600 31.94％

㈱ダイヤモンドエージェ
ンシー

東京都港区南青山五丁目４番
30号

3,000,000 25.79 3,000,000 21.04％

㈱インデックス
東京都世田谷区池尻三丁目21
番28号

1,433,400 12.32 1,433,400 10.05％

MARVEL TIME GLOBAL 
LIMITED

P.O.Box 957,Offsgore 
Incorporations Centre,Road
 Town,Tortola,British 
Virgin Islands.

― ― 620,500 4.35％

Brillance Multi 
Strategy Fund

Landmark Square, 3rd 
Floor, 64 Earth Close, 
P.O. Box 30592, Grand 
Cayman, KY1-1203, Cayman 
Islands

― ― 393,600 2.76％

㈱エイビット・ホール
ディングス

東京都八王子市南町３番10号 349,000 3.00 349,000 2.45％

㈱ジェイサイト
東京都中央区日本橋１丁目21
番４号

245,600 2.11 245,600 1.72％

アマノ本部㈱
愛知県名古屋市東区葵一丁目
３番15号

― ― 238,600 1.67％

森本　友則 東京都世田谷区 181,500 1.56 181,500 1.27％

Brillance Strategic 
Partners Fund

3rd Floor Williams House 
20 Reid Street Hamilton 
HM11 Bermuda

― ― 178,800 1.25％

計 － 9,287,800 79.86 11,196,600 78.51％

　（注）１．所有株式数につきましては、平成26年５月31日時点の株主名簿に記載された数値を記載しております。

２．平成26年10月30日現在の発行済株式総数は11,630,800株であります。

３．総議決権数に対する所有議決権数の割合は小数点以下第３位を四捨五入しております。

４．割当後の持株比率は、本新株式発行後の状況（①　新株発行後の状況）に本新株予約権付社債の転換価額419円で

全て転換された場合の潜在株式数1,944,600株を加えた株式数に対する割合です。

 

６【株式併合等の予定の有無及び内容】

　該当事項はありません。

 

７【その他参考になる事項】

　該当事項はありません。

 

第４【その他の記載事項】
 

　該当事項はありません。
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第二部【公開買付けに関する情報】
 

第１【公開買付けの概要】
 

　該当事項はありません。

 

第２【統合財務情報】
 

　該当事項はありません。

 

第３【発行者（その関連者）と対象者との重要な契約】
 

　該当事項はありません。
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第三部【追完情報】
 

１．事業等のリスクについて

　後記「第四部　組込情報」の有価証券報告書（第30期）に記載された「事業等のリスク」について、当該有価証券報告

書の提出日以降、本有価証券届出書提出日（平成26年10月30日）までの間に生じた変更はありません。また、当該有価証

券報告書に記載されている将来に関する事項は、本有価証券届出書提出日（平成26年10月30日）現在についても変更の必

要はないものと判断しております。

 

２．臨時報告書の提出について

　当社は、後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書（第30期）提出日（平成26年２月28日）以降、本有価証券

届出書提出日（平成26年10月30日）までの間において、以下の臨時報告書を東北財務局長に提出しております。

 

（平成26年６月23日提出）

１　提出理由

　当社の主要株主に異動がありましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣

府令第19条第２項第４号の規定に基づき、本臨時報告書を提出するものであります。

 

２　報告内容

(1）当該異動に係る主要株主の名称

主要株主でなくなるもの：株式会社インデックス

 

(2）当該異動の前後における当該主要株主の所有議決権の数及びその総株主等の議決権に対する割合

①　異動前　株式会社インデックス

当該株主の所有議決権の数12,781個、総株主等の議決権に対する割合10.98％

 

②　異動後　株式会社インデックス

当該株主の所有議決権の数11,630個、総株主等の議決権に対する割合9.99％

 

（注）１．当該主要株主の「所有議決権の数」は、異動前については平成26年６月11日付で当該主要株主が提出

した大量保有報告書（変更報告書）に記載の数値、異動後については当該株主から連絡を受けた数値

により記載しております。

２．異動前および異動後の「総株主等の議決権に対する割合」は、平成26年５月31日現在の発行済株式総

数11,630,800株から議決権を有しない株式数400株を控除した総株主の議決権の数116,304個に基づき

算定しております。

 

(3）当該異動の年月日

平成26年６月13日

 

(4）本報告書提出日現在の資本金の額及び発行済株式総数

資本金の額　　　　　　　　 1,068百万円

発行済株式総数　普通株式　11,630,800株
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第四部【組込情報】
 

　次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

 有価証券報告書
事業年度
（第30期）

自　平成24年12月１日
至　平成25年11月30日

平成26年２月28日
東北財務局長に提出

 四半期報告書
事業年度

（第31期第３四半期）
自　平成26年６月１日
至　平成26年８月31日

平成26年10月15日
東北財務局長に提出

　なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織（ＥＤＩＮＥＴ）を使用して提出

したデータを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について（電子開示等手続ガイドライン）Ａ４

－１に基づき本届出書の添付書類としております。
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第五部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。

 

第六部【特別情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成26年２月26日

株式会社ネクス

 取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 外山　卓夫 

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙田　博行

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社ネクスの平成24年12月１日から平成25年11月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財

務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ネクス及び連結子会社の平成25年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

強調事項

１．偶発債務に記載のとおり、会社は、製品不具合による損害賠償請求訴訟の提起を受けている。
２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年12月11日開催の取締役会において、株式会社ＳＪＩが営む中部
事業部、関西事業部及び九州事業部におけるシステム開発事業に関して有する権利義務を、平成25年12月に子会社
となった株式会社ネクス・ソリューションズが承継する会社分割（吸収分割）を行うことを決議し、平成26年１月
31日付で当該吸収分割の効力が発生した。

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年12月10日開催の取締役会において、株式会社ネクス・ソリュー
ションズの全株式を取得し、子会社化することを決議し、同日に実行した。また、平成25年12月27日開催の取締役
会において、同社が実施する第三者割当増資の全額を引き受けることを決議し、平成26年１月10日に実行した。
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４．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年12月11日開催の取締役会において、Ｃａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株

式会社の全株式を取得し、子会社化することを決議し、平成25年12月12日に実行した。
５．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成26年１月30日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及
び第239条の規定に基づき、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株予約権を割り当てること及び
当該新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することにつき承認を求める議案を、平成26年２月26日開催予
定の第30回定時株主総会に付議することを決議し、議案は平成26年２月26日開催の第30回定時株主総会において決
議された。

６．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成26年１月22日開催の取締役会において、第三者割当による第３回転
換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成26年２月７日付で発行した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ネクスの平成25年11

月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、株式会社ネクスが平成25年11月30日現在の財務報告に係る内部統制は開示すべき重要な不備があるため

有効でないと表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

　

強調事項
１．内部統制報告書に記載のとおり、会社の全社的な内部統制及び決算・財務報告プロセスには開示すべき重要な不備
が存在しているが、必要な修正はすべて財務諸表及び連結財務諸表に反映している。
これによる財務諸表監査に及ぼす影響はない。

２．会社は平成25年12月11日の取締役会において、株式会社ＳＪＩが営む中部事業部、関西事業部及び九州事業部にお
けるシステム開発事業に関して有する権利義務を会社のシステム開発事業子会社である株式会社ネクス・ソリュー
ションズが承継する会社分割（吸収分割）を行うことを決議し、平成26年１月31日付で当該吸収分割の効力が発生
した。

３．会社は平成25年12月11日の取締役会において、ＣａｒｅＯｎｌｉｎｅ株式会社の全株式を取得し、連結子会社化す
ることを決議し、平成25年12月12日に実行した。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。　
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　
　

平成26年10月14日

株式会社ネクス

取 締 役 会　 御 中

東光監査法人
　

　
指定社員
業務執行社員

　公認会計士 外山　卓夫　　　　印

　

　
指定社員
業務執行社員

　公認会計士 鈴木　昌也　　　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
る株式会社ネクスの平成25年12月１日から平成26年11月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計
期間(平成26年６月１日から平成26年８月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成25年12月１日か
ら平成26年８月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ネクス及び連結子会社の
平成26年８月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正
に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
強調事項

１．四半期連結貸借対照表関係注記に記載のとおり、会社は、製品不具合による損害賠償請求訴訟の
提起を受けている。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、取締役会において、連結子会社であるイー・旅ネッ
ト・ドット・コム株式会社の株式を追加取得することを決議し、実行している。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
　　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書  

 

平成26年２月26日

株式会社ネクス

 取締役会　御中  

 

 東光監査法人  

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 外山　卓夫 

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 髙田　博行

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ネクスの平成24年12月１日から平成25年11月30日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ネクスの平成25年11月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

　

強調事項

１．偶発債務に記載のとおり、会社は、製品不具合による損害賠償請求訴訟の提起を受けている。
２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年12月10日開催の取締役会において、株式会社ネクス・ソリュー
ションズの全株式を取得し、子会社化することを決議し、同日に実行した。また、平成25年12月27日開催の取締役
会において、同社が実施する第三者割当増資の全額を引き受けることを決議し、平成26年１月10日に実行した。

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成25年12月11日開催の取締役会において、Ｃａｒｅ Ｏｎｌｉｎｅ株

式会社の全株式を取得し、子会社化することを決議し、平成25年12月12日に実行した。
４．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成26年１月30日開催の取締役会において、会社法第236条、第238条及
び第239条の規定に基づき、特に有利な条件によりストック・オプションとして新株予約権を割り当てること及び
当該新株予約権の募集事項の決定を取締役会に委任することにつき承認を求める議案を、平成26年２月26日開催予
定の第30回定時株主総会に付議することを決議し、議案は平成26年２月26日開催の第30回定時株主総会において決
議された。
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５．重要な後発事象に記載のとおり、会社は、平成26年１月22日開催の取締役会において、第三者割当による第３回転
換社債型新株予約権付社債の発行を決議し、平成26年２月７日付で発行した。

当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　　上

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出会社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社ネクス(E05702)

有価証券届出書（組込方式）

31/31


	表紙
	本文
	第一部証券情報
	第１募集要項
	１新規発行株式
	２株式募集の方法及び条件
	（１）募集の方法
	（２）募集の条件
	（３）申込取扱場所
	（４）払込取扱場所

	３株式の引受け
	４新規発行による手取金の使途
	（１）新規発行による手取金の額
	（２）手取金の使途


	第２売出要項
	募集又は売出しに関する特別記載事項

	第３第三者割当の場合の特記事項
	１割当予定先の状況
	２株券等の譲渡制限
	３発行条件に関する事項
	４大規模な第三者割当に関する事項
	５第三者割当後の大株主の状況
	６株式併合等の予定の有無及び内容
	７その他参考になる事項

	第４その他の記載事項

	第二部公開買付けに関する情報
	第１公開買付けの概要
	第２統合財務情報
	第３発行者（その関連者）と対象者との重要な契約

	第三部追完情報
	第四部組込情報
	第五部提出会社の保証会社等の情報
	第六部特別情報
	監査報告書

